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I. 目的
世界中の ManpowerGroup またはその子会社や提
携各社は、実直かつ誠実で、信頼でき、説明責任
を果たすことのできるビジネスを行うことに尽力して
います。これは 1948 年当社創業以来の伝統であり、
当社の「ビジネス行動および倫理規範」(「規範」)
の中核です。

当社には、当社が事業を行う国々のすべての適用法
を順守する責任があります。これには、米国・ 海外
汚職行為防止法 (「FCPA」)、英国・ 贈収賄法など
の汚職防止法やその他の国または地域の同様な法
律が含まれます。 

II. 本規程の適用対象は 
ManpowerGroup で働く全員
本規程の適用対象は、勤務地を問わ
ず、ManpowerGroup 従業員全員です。 
ManpowerGroup 全従業員は、当社を代表
して行動する際、本規程を順守する責任があ
ります。  
 
ManpowerGroup 経営陣は、その監督および権限の
及ぶ従業員が本規程を順守するようにする責任があり
ます。 

経営陣には、特定の従業員にコンプアライアンスにつ
いての責任を授与しています。コンプライアンス担当
職員は、ManpowerGroup 従業員が本規程を理解お
よび順守できるよう支援し、汚職防止プログラムの維
持および履行に取り組みますが、コンプライアンスに
ついての責任は ManpowerGroup 従業員に留まるも
のとします。 

ManpowerGroup の一部の国における事業活動では、
現地法に従うため、または現地の状況に対処するた
め、その土地固有のさらなる汚職防止ガイドラインが
設定されている場合があります。その国固有の追加ガ
イドラインは、本規程と一切矛盾があってはなりませ
ん。連邦、州、または外国法の違反は、許容および
容認されません。 

当社の規程は単純です。すべて
の従業員、役員、取締役会会員 
(ManpowerGroup またはその子会
社や提携各社のいずれか )、および 
ManpowerGroup の代理として行動す
るその他の者 (「ManpowerGroup 従
業員」) は、政府でも民間企業でも、
賄賂を支払ったり、一切の者に対して
不適切に影響を与えたりしようとしては
なりません。これには、そのような支
払いが要請された場合や、賄賂という
名称以外の名称で呼ばれている場合も
含まれます。これは、不適切な支払い
が直接 ManpowerGroup 従業員を通じ
て行われたか、代理人または代表者、
ベンダー、クライアント、パートナー、
またはその他のサービスプロバイダー
などのサードパーティーを通じて行われ
たかに左右されません。
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III. 監督・管理
本規程および当社の汚職防止プログラムの監督責
任は、ManpowerGroup の取締役会監査委員会に
あります。 

法律顧問のリチャード・バックバンド氏が本規程お
よび当社の汚職防止プログラムとのコンプライアン
スを監督します。同氏の指揮により、グローバル
エシックスコンプライアンス責任者のシャノン・コ
ビラーチック氏およびグローバルエシックス・コン
プライアンススペシャリストのデービッド・アイリッ
シュ氏が、日々の問い合わせおよび本規程で定め
られている通常の許可を担当します。 本規程およ
び / または許可の要請に関して不明な点がある場合
は、コビラーチック氏 (414 -906 -7024)、アイリッシュ
氏 (414-906-7947) にお電話ください。または電子
メールで ethics.training@manpowergroup.com 
まで連絡してください。バックバンド氏からの許可
が必要な場合は同氏に直接 (414-906-6618) お電話
ください。または電子メールで generalcounsel@
manpowergroup.com まで連絡してください。

IV. あらゆる形式の贈収賄と汚
職は禁止
贈収賄、汚職とは 
贈収賄は、政府関係者、ビジネスパートナー、ク
ライアント、または潜在的クライアントに対して、
その公的またはビジネス上の立場での行動また
は意思決定に影響を与えることを目的として、そ
の個人的利益のために、利益 ( 有価物 ) が直接
的または間接的に提供されると発生します。

明らかに贈収賄であるとわかる場合もありま
すが、見分けがつかない場合もあります。 
ManpowerGroup 従業員には、贈収賄および汚
職の可能性があるという警告サインを認識し、本
規程に示す通り適切に対応する責任があります。 

適用法は、政府関係者および私人の双方による贈収賄およ
び汚職を禁止しています。 公共部門の当社および個人関係
者に対する贈収賄は特に厳しい結果をもたらすことがある
ため、ManpowerGroup 従業員が政府関係者を取引する
際は特別な注意が必要です。 

「有価物」とは、どのような利益を  
指すことが考えられるか？ 

「有価物」とは広範な概念で、現金、現金相当物 ( ギフトカー
ドなど )、食事、接待、旅行、贈答品、雇用、契約、現物
支給サービス ( 誰かの自宅で修理作業をするなど )、また
は明らかに経済的価値のあるその他一切の同様な物品また
はサービスが含まれます。 

ManpowerGroup は、当社の事業
に関連する一切の贈収賄および汚職
を厳格に禁止しています。 贈収賄や
汚職に関わっていることが発覚した 
ManpowerGroup 従業員は、最高で解
雇を含む懲戒処分となり、罰金を課さ
れたり刑事訴追となったりする場合もあ
ります。 
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政府関係者とは誰か？ 

特定の国が現地法の下である個人を政府関係者とし
て扱っていないからといって、その個人が別の適用
法の者で政府関係者として扱われていないとは限り
ません。不明な点がある場合は、コンプライアンス
担当職員にお問い合わせください。 

V. 容認される経費 
ManpowerGroup は、多くの国々において、贈答品、
接待、後援、旅行などを提供することが、ビジネスを
行う上で正当な行為であると考えられていることを認
識しています。ただし、このような活動は賄賂である
と考えらえる状況もあるため、皆さんの責務は「贈答
品、接待、および出資に関する規程」に従うことです。 
ManpowerGroup の「贈答品、接待、および出資に
関する規程」には、このような経費がどのような場合
に容認され、どのような場合に禁止されるのか、およ
びこのような出費に適用される規制について説明され
ています。 

VI. 業務円滑化のための支払
いは禁止
業務円滑化のための支払いとは 

「業務円滑化のための支払い」は世界中で使われてい
る用語ですが、その意味はそれぞれ非常に異なります。 
ある国では、「業務円滑化のための支払い」という言
葉を賄賂の婉曲表現として使用しています。また、米
国 FCPA が適用される国などでは、 特定の少額な出費
あるいは「グリース」支払いを指す狭義に定義された
用語で、違法ではありませんが、企業の帳簿上は適切
に規制および記録すべきものであるとしています。

業務円滑化のための支払いは、世界のほと
んどの国々の法律で違法とされています。 
ManpowerGroup は、当社規程をすべての
適用法に準拠させるため、業務円滑化のた
めの支払いを許可しません。業務円滑化の
ための支払いを要請された場合は、それを
拒否してください。皆さんの当社業務中に業

汚職防止法では、政府関係者が広義に
定義されています。政府関係者に含ま
れる役職は以下の通りです。

• 首脳、大臣、およびその他の政治任
命官。

• 公務員。
• その他の常勤または非常勤政府職

員。 
• 公的な立場で活動する民間人。
• 保安要員 ( 軍隊、警察、諜報機関 )。
• 裁判官および国会議員。
• 国有または国営企業の役員および従

業員 ( たとえば、国有石油会社や航
空会社など )。および

• 大学、研究所、病院など、その他の
公的機関の従業員。 
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務円滑化のための支払いをすることは、た
とえその支払い費用を自己負担して弁済を
求めない場合でも容認できません。業務円
滑化のための支払いの要請は、すべてグ
ローバルエシックスコンプライアンス責任
者に通告してください。 

 
VII. 当社のリソースを政治
献金や政治活動に使用する
ことは不可
当社の資金、資産、またはその他のリソースを使っ
て、政治選挙候補者、政党、または政党関係者に
献金や有価物を提供することは一切許容されませ
ん。当社は、個人的な政治献金を一切弁済しません。
ManpowerGroup での業務遂行能力に支障がなく、
ManpowerGroup の名の下に行われない限り、自
分の時間および費用自己負担で政治活動に参加す
ることは一切自由です。当社の規程により禁止され
ていることに加え、そのような支払いは汚職問題を
引き起こす場合もあります。 
  

VIII. 寄付金およびイベントへ
の出資には特別な配慮が必要
ManpowerGroup は、当社が事業を行う地域社会
に仕えることに全力を注いでいます。これを受けて、
ManpowerGroup 従業員は、教育、社会、またはその他
の合法的ビジネスを目的としたイベントに出資したり、非
営利団体に寄付することが認められています。汚職防止
法は、正当な寄付および出資を禁止していません。 ただ
し、そのような目的のために寄付した基金が、意図した
目的に使用されていること、流用されていないこと、適切
な受取人に与えられて適切な目的に使用されていることを
確認するのは、我々の責務です。正当なビジネス目的が
ある場合、よく知られた非営利団体に適度な金額で特別
問題にならないような寄付、およびイベントへの出資は、
事前の許可なしに、本規程の下で行うことができます。 

以下に適切な寄付の例を示します。スカウト隊の職業訓練
フェアを支援するためガールスカウトに寄付すること、およ
び災害救済を支援するために赤十字社に寄付すること。

特別問題になるような寄付金およびイベントへの出資に
は、最高法務責任者または現地の財務担当ディレクター
からの事前の許可が必要です。

それでは、「特別問題になる」というのはどういう意味で
しょうか。以下に例を示します。

• 非営利団体またはイベントが、政府関係者または政
府関係者の近親者や仕事関係者と密接に結びついて
いると考えられている。 

• 寄付または出資を政府関係者に依頼された。 
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• 非営利団体またはイベントの主催者が、資金の
使途について不明確である。

• 資金を要請している団体が、世間に認められ知
られている組織ではない。 

• 非営利団体またはイベント主催者が、現金で寄
付するよう要請している。 

• 寄付金が適切に使用されるかどうかについて不
審な点がある、その他一切の事実や状況。 

「適度な」金額とはいくらか？ この件について 
ManpowerGroup 従業員は適切な判断を下すこと
が求められていますが、一般に 1,000 ドル未満の寄
付金は適度であると考えられます。寄付金または出
資の金額が適切であるかどうかを考える際は、その
寄付および関連寄付の頻度について考慮されます。 
ManpowerGroup 従業員は、寄付金の金額を適度
に見せるために寄付金を少額に分割すべきではあり
ません。  
 

IX. 正確な帳簿および記録
の維持
当社は、当社事業のすべての領域で正直で信頼で
きるという評判をいただいています。Manpower 
Group は、完全かつ正確な帳簿、記録、および報
告書を維持することが法律により義務付けられてい
ます。 支出は、その支出の金額だけでなくその性
質や目的も、すべてのビジネス文書に完全かつ正
確に記録しなければなりません。 虚偽または誤解
を招く記録を作成したり、ベンダーなどのサードパー
ティーから当社の要件を満たさない記録を受諾して
はなりません。 ビジネスおよび財務取引を含むす
べてのビジネス情報は、適時かつ正確に報告する
必要があります。 財務情報は実際の取引を反映し、
一般に認められている会計原則に従う必要がありま

す。未開示または未記録の資金や資産を設置すること
は許可されません。  
 

X. 勧誘および恐喝は必ず報
告
政府関係者またはその他の人物 ( たとえば潜在的クラ
イアントなど ) が不適切な支払いをあなたに求めてき
た場合でも、本規程に違反する理由にはなりません。 
ManpowerGroup 従業員は、そのような勧誘や要請
を拒否し、あらゆる勧誘や強要について法律顧問ある
いはグローバルエシックスコンプライアンス責任者に
直ちに報告すべきです。  

ガイダンスメモ : 勧誘は、丁重かつ明確
に拒否してください。同意したかのよう
な印象を与える応答は禁物です。要請側
には、Manpower Group には厳しい規
程があり、その規程に違反する行動をす
ると自分の仕事を失うことになると指摘し
てください。
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XI. 当社ビジネスパート
ナーにも同じ行動を要求
ManpowerGroup の規程では、直接または
間接に関わらず、贈収賄および汚職が禁じ
られています。一部の国では、人脈の豊富
な業務代行者や「斡旋者」を雇用して、新
しい事業の特定および勧誘に役立てたり、
紹介したり、政治関係者に陳情することは
当たり前となっています。これが賄賂の抜
け道となる場合があります。当社の代理人、
コンサルタント、ジョイントベンチャーパー
トナー、その他当社の代理として活動する
サードバーティー (「ビジネスパートナー」) 
には、合法的なサービスを遂行し、本規程
および規範に記載されている倫理的および
職業的行動の基準に準拠することが求めら
れています。

ビジネスパートナーに関する「警告サイ
ン」とは 
警告サインとは、汚職の可能性を示す一切の事実
または状況 ( パターン、行為、または特定のイベン
ト ) のことです。警告サインには多数の例がありま
す。以下に示す警告サインは、実際に目にする可能
性のある警告サインのすべてではありません。 

• 政府関係者が新しいビジネスパート
ナーを推奨している。 

• 政府関係者または政府関係者に近い者
が、ビジネスパートナーに対して仕事
上の関心を抱いている。

• ビジネスパートナーが今まで経験のな
い職務に採用されている、または政府
関係者による影響力のみが理由で採用
されている。 

• ビジネスパートナーが疑わしいこと ( た
とえば「疑問を抱かず、 すべて私に任
せてください」など ) をいっている、透
明性のない環境で仕事をしている、ま
たはあなたに対して秘密主義を貫いて
いる。 

• 業界標準またはビジネスパートナーが
提供する業務内容に比べ、ビジネスパー
トナーのコミッションまたは利益幅が大
きい。 

• ビジネスパートナーが「袖の下」また
はオフショア口座に支払いを求めてい
る。 

• ビジネスパートナーが、汚職防止保護
の記述のある契約書に署名しない。

• ビジネスパートナーが虚偽の請求書を
提出する、または請求書や請求支出額
の根拠となる書類を提供しない。

警告サインに気付いた場合は、グローバルエシックス
コンプライアンス責任者に指示を仰いでください。 
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当社のビジネスパートナーの行動につい
ても、当社が責任を問われることがある 
ビジネスパートナーの行動についても、当社のため
の業務で行われた場合は、ManpowerGroup が法
的に責任を問われることがあります。 

適切なデューデリジェンス ( 精査 ) を行っていない場
合、および必要な汚職防止保護を含む同意書がな
い場合は、ビジネスパートナーに当社のためにサー
ビスを実施するよう依頼すべきではありません。 

商業上および財務上のデューデリジェンスだけでは
不十分です。デューデリジェンスは、提案されてい
るビジネスパートナーの社会的評判と誠実性だけで
なく、不適切な行動を防止する社内制御の及ぶ程
度についても考慮すべきです。 

ダチョウは、危険が近づいてくると自分の頭を砂の
中に埋めることで知られています。鳥ならそれで事
足りますが、ManpowerGroup 従業員としては容認
可能な行動ではありません。汚職のサインを故意に
無視すること ( 目をつぶってダチョウのように行動す
ること ) は、不適切な行動について知っていた場合
と同じ結果をもたらす場合があります。 

警告サイン (8 ページを参照 ) が認識された場合は、
グローバルエシックスコンプライアンス責任者に報告
してください。グローバルエシックスコンプライアンス
責任者がそのリスクを評価し、リスクを許容可能なレ
ベルまで軽減するために適切な保護措置を取ることが
できるかどうかを判断します。

ビジネスパートナーと業務を行う場合の  
我々の責任 
ビジネスパートナーを利用することによって法的責任
が発生する可能性があるため、ManpowerGroup を
保護するのに必要ないくつかのステップを以下に示し
ます。

• デューデリジェンスを文書化してビジネスパート
ナーファイルに保存し、そのファイルを法律顧問室
で維持します。 デューデリジェンスは、定期的に ( 少
なくとも 3 年に 1 度 ) 更新すべきです。

• 契約書がない場合、ビジネスパートナーにサー
ビスを依頼すべきではありません。契約書は、
ビジネスパートナーが採用された理由およびそ
の人物 ( または採用された団体 ) が行うサービ
スを示すのに役立ちます。通常、契約書には、
ManpowerGroup を保護するのに役立つ条文が含
まれています。そのため、契約書は重要です。 必
要な条項については、勤務地の法務部門にお問い
合わせください。

• また、従業員は、ビジネスパートナーに支払われ
る報酬が、提供された正当な商品またはサービ
スに対して適切な金額であることを確認すべきで
す。ビジネスパートナーには、現金で支払ったり、
その支払いを契約相手以外の者、ビジネスパート
ナーが拠点とする場所や契約した業務とが行われ
る場所と関係のない場所 ( 非課税地域やオフショ
アなど ) にしたりすべきではありません。 

不適切な「現実逃避的」行動の例 :

• 「手段は聞かないので、とにかく早
急に政府認可を受けてこい」 

• 「答えを知りたくないので、質問はし
ない」 

• この国は汚職が横行していること
知っているので、不動産業者は地方
自治体とどのようにしてうまくやって
いるのかを聞くようなことはしない」 
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当社の責任は、ビジネスパートナーとの契約後に消滅
するわけではありません。 我々は、ビジネスパートナー
の活動を常に監督しなければなりません。 ビジネス
パートナーとの契約期間中にビジネスパートナーの行
動の妥当性について警告サインやその他の懸念が生
じた場合は、リスクを検討して適切な保護措置を取る
ことができるよう、グローバルエシックスコンプライア
ンス責任者に報告してください。 以下に、ビジネスパー
トナーの行動について生じる懸念の例をいくつか示し
ます。

• 正当な必要性がないにも関わらず、ビジネスパー
トナーが追加報酬を求めている。

• 政府関係者または政府関係者の近親者や仕事関
係者がビジネスパートナーの所有権を買収したと
いう噂がある。または 

• ビジネスパートナーに、マネーロンダリングまたは
その他の犯罪活動の操作を受けているという噂が
ある。 

ManpowerGroup は、ビジネスパートナーの研修を実
施したり、事例によっては、監査やコンプライアンス
証明書の提出を求める場合があります。 

ManpowerGroup は、当社従業員に対して、本汚職
防止規程をビジネスパートナーに示し、当社が合法的
かつ倫理的なビジネスプラクティスに全力を尽くして
いることを知らせるよう奨励します。 

XII. クライアントを不適切な
行為で援助しない
クライアントのために業務を遂行している 
ManpowerGroup 従業員は、不適切な支払いやその
他の不適切な行動に巻き込まれないようにしてくださ
い。このような懸念が生じるような状況に遭遇した従
業員は、そのことについてできるだけ早く上司に相談
するか、法務およびコンプライアンス担当職員の指示
を仰いでください。この種の問題を自分で解決しよう
としないでください。 
 

 XIII. 合併および買収には、
汚職防止デューデリジェンス
が必要
ManpowerGroup は、時に他のビジネスを買収す
ることがあります。他の企業を買収することにより、
ManpowerGroup は、その企業の以前の行動につ
いて法的責任を負うことになる場合があります。また 
ManpowerGroup は、賄賂および汚職防止法に違反
している継続的な行動について責任を負うことになる
場合もあります。 

そのため、リスクを特定および軽減できるよう、買収
を完了する前に汚職防止デューデリジェンスを行うの
が当社の規程です。さらに当社は、新入社員研修、サー
ドパーティーとの関係の見直し、必要に応じた監査の
実施などを通じて、現実的に可能な限り早く、買収し
た企業を当社の社内制御およびコンプライアンスプロ
グラムに組み込みます。ManpowerGroup 従業員は、
そのような取り組みに協力することが義務付けられて
います。  
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XIV. 年次研修  
および認定過程 
グローバルエシックスコンプライアンス責任者は、汚
職防止指針に関して、必須年次研修の目標基準を設
けています。年次研修要件の一環として、皆さんは、
特定の質問に回答して以下を証明し、認定過程を完了
することが義務付けられています。

• 本規程を読んだこと。

• 本規程を順守すること。および

• 本規程に違反している行為を一切認識していない
こと。

XV. 通告と無報復
ManpowerGroup 全従業員は、本規程に対する違反
行為を認識したか、それを疑っている場合、以下の行
動を直ちに起こすものとします。 

• 法律顧問またはグローバルエシックスコンプライア
ンス責任者に通知する。

• 勤務地に掲示されているエシックスヘルプライン
の電話番号に電話する。または

• グローバルな ManpowerGroup ビジネスエシック
スホットラインを利用する。ManpowerGroup の
社外サービスプロバイダーによるホットラインに
は、以下の手順によりフリーダイヤル ( 無料通話 )
でアクセスできます。

• 北米から電話する場合 : 1-800-210-3458 とダイヤ
ルします。

• 北米以外から電話する場合は、電話番号リストに
移動してください。

• 一覧にある国から電話する場合は、その国のダイ
レクトアクセス番号を使ってください。

• 一覧にない国から電話する場合は、ウェブサイト
www.business.att.com/bt/access.jsp を参照して、
AT&T の国別アクセス番号を確認してください。 次
に、そのアクセス番号をダイヤルし、電子音または
指示が流れたら 800-210-3458 とダイヤルします。

ManpowerGroup の利益を保護する場合や適用法に
より義務付けられている場合を除き、違反の疑いのあ
る行動や違反行為を通告する方の個人情報は秘密扱
いとなります。

XVI. 懲戒処分
本規程に違反した従業員は最高で解雇を含む懲戒
処分の対象となり、管轄法域における個々の刑事
訴追および / または民事訴追の対象となる場合も
あります。本規程に違反したビジネスパートナーは 
ManpowerGroup とのすべての取引関係終了処分の
対象となります。

当社は、「ManpowerGroup 報復防止に
関する規程」に記載されている通り、善
意で通告した方への報復を一切容認しま
せん。報復であると思われることを経験し
ている方は、それがどのようなものであ
れ、この懸念事項を直ちに法律顧問また
はグローバルエシックスコンプライアンス
責任者に通告すべきです。

http://files.shareholder.com/downloads/MAN/2668399877x0x541713/ba847a46-44bb-491c-b86e-2a37352a146c/Ethics_Hotline_Direct_Phone_Numbers_for_Code_Bulletin_020912.pdf
http://www.business.att.com/bt/access.jsp
http://www.manpowergroup.com/wps/wcm/connect/cefb2bf9-3500-4549-b58f-b3c11db13659/MPG+Anti-Retaliation+Policy+(120314).pdf?MOD=AJPERES
http://www.manpowergroup.com/wps/wcm/connect/cefb2bf9-3500-4549-b58f-b3c11db13659/MPG+Anti-Retaliation+Policy+(120314).pdf?MOD=AJPERES
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‘‘

我々には、行動および誠実さに関する当社の高い
基準を維持する責任がそれぞれにあります。当社ブ
ランドおよび社会的評判を保護するには、我々が正
しい選択をしなくてはなりません。当社のブランド
を促進および保護するため、私は、皆さんお一人
一人に「ManpowerGroup ビジネス行動及び倫理
規範」および「汚職防止規程」を熟知、理解、そ
して順守していただきたいと思います。当社従業
員全員の倫理的に業務を遂行する努力のおかげで、
ManpowerGroup は、長年にわたり、世界で最も倫
理的な会社の 1 社に指名されています。
~ManpowerGroup 最高経営責任者、Jonas Prising


